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１．医療保険事制度の概要

⚫ わが国では、すべての国民が何れかの医
療保険制度の対象になる国民皆保険制度
が確立しており、国民健康保険は協会け
んぽ等の社会保険に加入していない人が
加入する医療保険制度の基盤としての役
割を担っている。

⚫ 国民健康保険は、少子高齢化や社会情勢
の変化により、低所得者や高齢者などが
他の保険者と比べて多く、また市町村間
で年齢構成や所得、医療費に地域差があ
り、特に小規模自治体では高額な医療費
の発生に伴う国保財政の不安定化等の構
造的な問題がある。

⚫ 平成30年度から都道府県が市町村と共に
国保運営を担い財政運営の責任主体とし
て安定的な財政運営や効率的な事業運営
等の事業運営において中心的な役割を担
うこととなった。

厚労省資料より
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２．国保事業の都道府県単位化（財政イメージ）

改革前 改革後
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• 市町村は、徴収した国民健康保険税（料）等を財源として、県へ事業費納付金として納付する

• 県は各市町村の国保事業費納付金を決定し、市町村から納付された国保事業費納付金等から保険給
付に係る普通交付金を交付する

福岡県

国保事業費納付金

（県内60市町村で負担）
国等の公費 一般会計繰入金等

県内医療給付費交付金（普通交付金）
その他
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保健
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の公費
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医療給付費交付金

（普通交付金）

医療給付費と同額を

県が市町村へ交付 市町村が県へ

納付金を納付

被保険者

賦課決定

国保税納付

県が市町村の

納付金を決定

他保険者へ

の支出

国保税賦課
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３．本市の状況

(１)被保険者数

少子高齢化や団塊の世代が後期
高齢者医療制度（75歳以上）へ
移行したこと等から、被保険者
数は減少傾向にある。
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３．本市の状況

(２)医療費の推移

• 本市の医療費は減少傾向に
ある。

• 一方で、1人当たりの医療費
は増加傾向にある。
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３．本市の状況

(３)令和7年度当初予算

• それぞれの科目内訳については、参考資料①をご参照ください。

• 各項目の説明については、参考資料②をご参照ください。
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（歳入） （単位：千円） （歳出） （単位：千円）

科目 R7当初予算 R6当初予算 対前年比 科目 R7当初予算 R6当初予算 対前年比

1 国保税 993,394 994,788 ▲1,394 1 総務費 93,280 83,730 9,550

2 使用料及び手数料 14 23 ▲9 2 保険給付費 3,440,900 3,482,470 ▲41,570

3 国庫支出金 1 1 0 3 国保事業費納付金 1,388,715 1,388,715 0

4 県支出金 3,520,723 3,562,531 ▲41,808 4 財政安定化基金拠出金 1 1 0

5 繰入金 469,669 444,457 25,212 5 保健事業費 63,445 65,548 ▲2,103

6 繰越金 1 1 0 6 基金積立金 1 1 0

7 諸収入 19,571 23,217 ▲3,646 7 公債費 1 1 0

8 諸支出金 3,871 3,552 319

9 予備費 13,159 1,000 12,159

歳入合計 5,003,373 5,025,018 ▲21,645 歳出合計 5,003,373 5,025,018 ▲21,645



４．本市国保税率の推移

⚫ 令和３年度から令和７年度までの那珂川市国保税率一覧

⚫ 令和３年度から令和７年度までの那珂川市の標準保険料（※）率一覧（参考）

（※）標準保険料率とは、福岡県へ納付する国保事業費納付金を賄うために必要な国保税率。毎年度福岡県から市町村毎に示される。

医療給付費分 後期高齢者支援等分 介護納付金分 保険税率計 対前年比

年度 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 応能割 応益割 応能割 応益割

R3 6.90% 25,000 円 25,000 円 1.70% 6,500 円 6,500 円 1.30% 13,000 円 9.90% 76,000 円 - -

R4 7.08% 25,800 円 25,800 円 1.98% 7,400 円 7,400 円 1.61% 15,500 円 10.67% 81,900 円 0.77% 5,900 円

R5 7.08% 27,900 円 27,200 円 2.10% 8,900 円 8,700 円 1.65% 18,500 円 10.83% 91,200 円 0.16% 9,300 円

R6 6.59% 29,000 円 28,100 円 2.67% 12,500 円 12,100 円 1.82% 22,400 円 11.08% 104,100 円 0.25% 12,900 円

R7 6.39% 31,200 円 29,500 円 2.35% 12,200 円 11,600 円 1.67% 22,100 円 10.41% 106,600 円 ▲0.67% 2,500 円

医療給付費分 後期高齢者支援等分 介護納付金分 保険税率計 対前年比

年度 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 応能割 応益割 応能割 応益割

R3 7.34% 28,130 円 27,639 円 2.44% 9,879 円 9,704 円 2.13% 22,396 円 11.91% 97,748 円 0.60% 5,044 円

R4 6.73% 29,866 円 28,454 円 2.21% 10,339 円 9,849 円 1.68% 21,336 円 10.62% 99,844 円 ▲1.29% 2,096 円

R5 6.95% 28,261 円 27,669 円 2.58% 10,765 円 10,539 円 1.90% 20,004 円 11.43% 97,238 円 0.81% ▲2,606 円

R6 6.59% 28,951 円 28,086 円 2.67% 12,428 円 12,083 円 1.82% 22,371 円 11.08% 103,919 円 ▲0.35% 6,681 円

R7 6.39% 31,128 円 29,479 円 2.35% 12,172 円 11,518 円 1.67% 22,040 円 10.41% 106,337 円 ▲0.67% 2,418 円
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４．本市国保税率の推移
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４．本市国保税率の推移

被保険者の年間税額への影響（モデルケース）

世帯例 R4年度 R5年度 R6年度 R7年度

24,400円 27,200円 31,100円 31,900円

(+1,600円) (+2,800円) (+3,900円) (+800円)

160,200円 169,200円 180,900円 180,000円

(+8,100円) (+9,000円) (+11,700円) (△900円)

445,500円 472,300円 509,100円 501,300円

(+31,500円) (+26,800円) (+36,800円) (△7,800円)

■世帯員の収入・所得

　・男性（45歳）給与収入 400 万円（所得 276 万円）

　・女性（42歳）収入なし 　 0    円（所得         0円）

　・子ども（12歳、10歳）

■世帯の収入・所得

　収入 400 万円（所得 276 万円）

■世帯員の収入・所得

　・男性（6２歳）給与収入98万円（所得 43万円）

■世帯の収入・所得

　収入98万円（所得 43万 円）

■世帯員の収入・所得

　・男性（72歳）年金収入 242 万円（所得 132 万円）

　・女性（70歳）年金収入 100 万円（所得 　　  0円）

■世帯の収入・所得

　収入 342 万円（所得 132 万円）

１人世帯

２人世帯

４人世帯
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５．保険料水準の統一
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５．保険料水準の統一
厚生労働資料より
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５．保険料水準の統一（福岡県の取組）

• 令和6年度までの国保事業費納付金（市が県へ納める納付金）算定については、市町村毎の被保険
者の医療費のみで算定されていた。（那珂川市の納付金は、那珂川市国保被保険者の医療費のみが
対象）

• これは、納付金算定時に用いる医療費指数反映係数（α）が１の状態（α＝１）

• 令和7年度から、αを0.1ずつ減少させ、令和11年度までにα＝0.5とすることを目指している。

②完全統一

• 市町村特別会計の歳入歳出項目の取扱い、保険料算定方法の統一等について、納付金や標準保険料
率への影響等を踏まえ慎重に検討を行う。

• その上で、令和８年度までに完全統一に向けたロードマップを作成することを目指す。

（医療費指数反映係数αの推移）

R6年度まで R7年度 R8年度 R9年度 R10年度 R11年度

α 1.0 0.9 0.8 0.7 0.6 0.5

①納付金ベースの統一
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６．子ども子育て支援金（令和8年度から）

• 子育て世帯を支える新しい分かち合い・連携の仕組みとして、全世代で医療保険の保険
料（税）とあわせて、令和８年度から課税される（拠出される）もの。

• 国民健康保険税の内訳として、既存の医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金
分に新しく子ども子育て支援金分が加わる。

• 県へ納付する国保事業費納付金についても、同様に子ども子育て支援金分が加わること
となる。

(１)概要

医療給付費分 後期高齢者支援等分 介護納付金分 子ども子育て支援分

年度 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 平等割 所得割 均等割 所得割 均等割 平等割

R3 6.90% 25,000 円 25,000 円 1.70% 6,500 円 6,500 円 1.30% 13,000 円

R4 7.08% 25,800 円 25,800 円 1.98% 7,400 円 7,400 円 1.61% 15,500 円

R5 7.08% 27,900 円 27,200 円 2.10% 8,900 円 8,700 円 1.65% 18,500 円

R6 6.59% 29,000 円 28,100 円 2.67% 12,500 円 12,100 円 1.82% 22,400 円

R7 6.39% 31,200 円 29,500 円 2.35% 12,200 円 11,600 円 1.67% 22,100 円

R8 ●.●% ●●●●円 ●●●●円 ●.●% ●●●●円 ●●●●円 ●.●% ●●●●円 ●.●% ●●●●円 ●●●●円

R7年度まで課税なし

R8年度から新しく課税

• R8年度は税率等未定の為、●としています。
• 子ども子育て支援分の算定方式は、未定です。
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６．子ども子育て支援金（令和8年度から）

• 国民健康保険における支援金については、こどもがいる世帯の負担が増えないよう、18
歳未満のこども（※）に係る支援金の均等割額の10割軽減とし、18歳以上の被保険者数
に応じて按分される。

（※）18歳に達する日以後の最初の3月31日以前のこども（高校生世代までのこども）

●18歳未満被保険者

子ども子育て支援金

（国保税）
＝ 所得割 +

平等割

（世帯割）
+

均等割

（1人あたり）

18歳未満均等割

軽減額の総額
÷

18歳以上

被保険者数
＝

18歳以上

均等割額

●18歳以上被保険者

子ども子育て支援金

（国保税）
＝ 所得割 + 平等割 + 均等割 +

18歳以上

均等割額

(２)課税イメージ
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